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5 章 新たな施策評価手法と実施施策に対する試論 

 
新田 功（明治大学 政治経済学部） 

 
5-1 デルファイ法による留学生受入れ施策評価と試行 

 
5-1-1 はじめに 

 

 現代社会において行われている統計調査の大部分は標本抽出法による調査である。この

標本調査法は、さらに、無作為標本抽出法（random sampling）と有意標本抽出法(purposive 

sampling)に大別される。言うまでもなく、標本抽出法の太宗を占めているのが無作為標本

抽出法である。無作為標本抽出法が多用されているのは、母集団の情報を集約する方法と

して優れているからである。しかし、この方法にも限界がある。たとえば、科学技術など

の将来予測を行うためにアンケート調査を行う場合、市井の人びとをランダムに選んでも

適切な回答が得らないであろう。 

このように回答に専門的知識が必要であると判断される場合には、調査対象（標本）を、

専門的知識を備えている人に限定してアンケート調査を行うことが必要である。このよう

に調査目的に沿った標本を意図的に選び出す方法を有意標本抽出法という。有意標本抽出

法の１つとしてデルファイ法がある。 

 デルファイ法とは、専門家を対象として繰り返しアンケート調査を行い、意見を集約す

るする有意標本抽出法である。本報告書において、留学生受入政策の評価のために用いる

のは、このデルファイ法の変則版とも言うべき方法である。変則版と呼ぶ理由は、本来は 2

回以上のアンケート調査を行わなければデルファイ法と呼ぶに値しないが、今回の委託研

究においては期日の制約のためにアンケート調査は 1 回しか行うことができなかったもの

の、第 2 回のアンケート調査を次年度に行うことを前提としているからである。 

 本節の構成は以下のとおりである。まず、5-1-2 において、デルファイ法による調査の内

容と調査対象について説明する。5-1-3 では集計結果についての分析を行う。5-1-4 では調

査票の自由記述蘭に記された回答者の意見を紹介する。 

 

5-1-2 調査の内容と調査対象 

 

（1）調査内容と調査票の作成  

 本報告書の第 2 章で言及しているように、留学生の受入目標の数値を初めて具体的に掲

げたのは 1983 年に当時の中曽根政権が打ち出した「留学生 10 万人計画」であった。この

数値目標が達成された 2003 年から 5 年後の 2008 年に、福田政権の下で「留学生 30 万人計
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画」が策定された。今回の調査では「留学生 30 万人計画」策定から今日までの留学生受入

政策に対象を絞り、その具体的な施策についての評価を留学生の送り出し・受入について

の専門的な知識を有する有識者に委ねることにした。 

 具体的には、留学生受入政策の評価を、「留学生 30 万人計画」において提示された、5 つ

の方策・24 の施策（取組み課題）について、施策ごとの重要度と目標達成度に関して調査

対象者に委ねることにした（調査項目については表 5-1 を参照）。今回のデルファイ法調査

において、目標達成度だけでなく、重要度も設問に含めた理由は、留学生受入政策におけ

る個々の施策の相対的な重要度について、これまで議論されることが少なかったと考えた

からである。 

政策はそれがいかなるものであっても、重要度の高い政策課題に限られた資源を有効に

配分することが肝要であろう。その理由は、重要度の高い政策課題に限られた資源を優先

的に配分することによって、政策実施による効果を大きくすることが可能になるからであ

る。ちなみに、政策課題の重要度・達成度を判断するための判断材料として、当研究メン

バーの渡部が作成した図表 2-2 の予算額を、調査票の参考欄に掲げた（本報告書 Appendix

の調査票を参照されたい）。 

 

【図表 5-1】 留学生受入政策の重要度と目標達成度に関する質問項目 

① 積極的留学情報の発信

② 留学相談機能強化

③ 海外での日本語教育の充実　

④ 大学の情報発信強化

⑤ 渡日前入学許可の推進

⑥ 各種手続きの渡日前決定促進

⑦ 大学の在籍管理徹底と入国審査等の簡素化

⑧ 国際化拠点大学（30）の重点的育成

⑨ 英語のみによる学位取得を可とするなど、英語のみによるコースの大幅増加

⑩ 交換留学、単位互換、ダブルディグリーなど国際的な大学間の連携等の促進

⑪ 専門科目での外国人教員の採用促進

⑫ 留学生受入や日本人学生の海外留学推進のため、大学等における9月入学を
促進

⑬ 留学生受入のための大学等の専門的な組織体制の強化

⑭
国費留学生等の優先配置、財政支援の傾斜的配分により、グローバル化を積
極的に進める大学等への支援重点化

⑮ 渡日1年以内は宿舎提供を可能に

⑯ 国費留学生制度等の改善・活用

⑰ 地域・企業等との交流支援・推進

⑱ 国内の日本語教育の充実

⑲ カウンセリングなど留学生や家族への生活支援

⑳ 大学等の専門的な組織の設置などを通じた就職支援の取り組みの強化

㉑
インターンシップ、ジョブカードの活用、就職相談窓口の拡充など産学官が連携
した就職支援や起業支援

㉒ 企業側の意識改革や受入態勢の整備促進

㉓
就労可能な職種の明示等在留資格の明確化や取り扱いの弾力化、就職活動
のための在留期間の見直しの検討等

㉔ 帰国留学生の組織化支援など帰国後の元日本留学生のフォローアップの充実

(3)
大学等のグローバル化の推進：魅力
ある大学づくり

(4)
受入れ環境づくり：安心して勉学に専
念できる環境への取組

(5)
卒業・修了後の社会の受入れの推
進：社会のグローバル化

方    策 提案された施策（取り組み課題）

(1)
日本留学への誘い：日本留学の動機
づけとワンストップサービスの展開

(2)
入試・入学・入国の入り口の改善：日
本留学の円滑化
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 各施策の重要度は「大変重要」、「重要」、「少し重要」、「重要性少ない」の 4 段階で回答

者に評価を行ってもらうことにした。この 4 段階評価において、肯定的な評価が「大変重

要」、「重要」、「少し重要」の 3 段階であるのに対して、否定的な評価が「重要性少ない」

の１つであることに対して疑問が呈せられるかもしれない。このように肯定的な選択肢の

ウエイトを高くしたのは、重要性の少ない政策は、政策策定の段階で除外されるはずであ

ると考えたからである。 
 同様に、政策目標の達成度に関しても肯定的な選択肢のウエイトを高くし、「達成してい

る」、「ある程度達成している」、「少し達成している」、「達成していない」の 4 段階評価と

した。なお、重要度、政策達成度の両設問において、方策ごとに自由記述欄を設けた。 
 
（2）調査対象・調査期間・回収数 
 今回のアンケート調査の対象としたのは、2016 年 1 月 29 日に当研究チームが主催した

特別セミナー「国際学生流動性の潮流と動向を探る」の参加者 29 名、および留学生に関す

る調査・研究あるいは実務経験を有する専門家 27 名の計 56 名である。 
 調査はインターネットを通じて行った。調査票を Excel ファイルで作成し、これを e-mail
に添付して 2 月 19 日に調査対象者に一斉送信した。当初の締め切り日は 2 月末日の 29 日

であったが、回収率を上げるために期限を 3 月 29 日まで延長した。最終的な回答数は 37
である。そのうち 1 件の回答者は留学関係の実務経験を有していないため、研究チーム内

で議論したうえで、最終的に集計から除外することにした、したがって、有効回答数 36、
有効回答率 64.3％である。 
 
5-1-3 集計結果の分析 

 
（1）留学生受入施策の重要度の評価に関する分析 
 前述のように、設問Ⅰでは「2020 年に留学生受入 30 万人を達成するための施策として

の重要度」を「大変重要」、「重要」、「少し重要」、「重要性少ない」の 4 段階で評価するこ

とを回答者に求めたが、われわれは「大変重要」という回答を 4 点、「重要」を 3 点、「少

し重要」を 2 点、そして「重要性少ない」を 1 点に換算して、集計結果の分析を行った。 
この評点に基づいて算出した施策ごとの平均値、標準偏差、変動係数を掲げたのが付表

5-1 である。また同表に基づいて施策ごとの平均値をグラフにしたのが図表 5-2 である。同

図の棒グラフは平均値を、折れ線グラフが変動係数を表している。図の左側の縦軸目盛り

は平均値の大きさを、また右側の縦軸の目盛りは変動係数の大きさを表している。この図

から次のことを指摘できる。 
まず平均値に関しては、24 施策のうち平均値が 3以上の施策数が 19 施策に達し、大部分の

施策がその重要性を高く評価されていることが明らかになった。重要度の得点順に施策を
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並べ替えて得られたのが図表 5-3 である。この表から、平均値の高得点順に見ていくと、

第 1 位「積極的留学情報の発信」、第 2位「渡日前入学許可の推進」、第 3 位「大学の情報

発信強化」、第 4 位「企業側の意識改革や受入態勢の整備促進」、第 5 位「各種手続きの渡

日前決定促進」であった。第 4 位を除き、上位 5 位までのうち 4 つまでが方策（1）「日本

への誘い：日本留学の動機づけとワンストップサービスの展開」と方策（2）「入学・入試・

入国の入り口の改善：日本留学の円滑化」に属している。つまり、回答者たちは日本留学

の呼びかけと留学手続きの円滑化が留学生受入を促進する上での重点施策であると考えて

いると言える。 

 

【図表 5-2】 設問Ⅰ「2020 年に留学生受入 30 万人を達成するための施策としての重要度」 

に対する回答の平均値と変動係数  

 
他方、平均値が 3に達しなかった 5つの施策の内訳を見ると、平均値が最も低いのが「専

門科目での外国人教員の採用促進」、2番目に低いのが「国際化拠点大学（30）の重点的育

成」、3 番目が「留学生受入や日本人学生の海外留学促進のため、大学等における 9 月入学

を促進」、4 番目が「国費留学生制度等の改善・活用」、5 番目が「国費留学生等の優先配置、

財政支援の傾斜的配分により、グローバル化を積極的に進める大学等への支援重点化」で
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あった。下位 5 施策の中の 4つの施策が方策（3）「大学等のグローバル化の推進：魅力あ

る大学づくり」に含まれている。 

「専門科目での外国人教員の採用促進」の平均値が最低であったのは、必ずしも外国人

教員に頼らなくても外国語による専門科目の講義を提供することが可能であると考えてい

る回答者が少なからず存在することを示唆していると言えよう。また、「国際化拠点大学（30）

の重点的育成」および「グローバル化を積極的に進める大学等への支援重点化」という 2

つの施策は、国際化拠点あるいは支援重点化に選ばれた大学の関係者にとっては重要だと

判断されるに違いないが、それ以外の組織の関係者の間においては重要性をそれほど高く

評価されていないことが推測される。 

 

【図表 5-3】 施策の重要度（高得点順） 

番号 施　　　　策 平均
① 積極的留学情報の発信 3.67
⑤ 渡日前入学許可の推進 3.54
④ 大学の情報発信強化 3.51
㉒ 企業側の意識改革や受入態勢の整備促進 3.51
⑥ 各種手続きの渡日前決定促進 3.46
② 留学相談機能強化 3.44
⑰ 地域・企業等との交流支援・推進 3.37
⑩ 国際的な大学間の連携等の促進 3.31
⑮ 渡日1年以内は宿舎提供を可能に 3.31
㉑ 産学官が連携した就職支援や起業支援 3.26
⑲ カウンセリングなど留学生や家族への生活支援 3.23
⑬ 留学生受入のための大学等の専門的な組織体制の強化 3.20
㉔ 帰国後の元日本留学生のフォローアップの充実 3.17
⑳ 就職支援の取り組みの強化 3.14
⑱ 国内の日本語教育の充実 3.11
㉓ 在留資格の明確化や取り扱いの弾力化、在留期間の 3.11
⑦ 大学の在籍管理徹底と入国審査等の簡素化 3.06
⑨ 英語のみによるコースの大幅増加 3.06
③ 海外での日本語教育の充実　 3.00
⑭ グローバル化を積極的に進める大学等への支援重点化 2.91
⑯ 国費留学生制度等の改善・活用 2.91
⑫ 大学等における9月入学を促進 2.83
⑧ 国際化拠点大学(30)の重点的育成 2.69
⑪ 専門科目での外国人教員の採用促進 2.63  

注）必要に応じて施策名を略記した。以下の図表も同様。 

 

 次に施策ごとの評価のバラツキを表す変動係数を見ていくことにする。相対的散布度の 

尺度である変動係数（ . .cv）は次式で計算され、その値が大きいほどバラツキが大きいこと

を意味する。 

. . 100sc v
x

       ただし、 x は算術平均、sは標準偏差          
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 前掲の図表 5-2 の折れ線で示した施策ごとの変動係数を見ると、重要度が相対的に高い

と判断された施策ほど変動係数が小さく、重要度が相対的に低いと判断された施策ほど変

動係数が大きくなる傾向があることがわかる。このことは、重要度が高いと判断された施

策ほど回答者の間での意見の相違が少なく、他方、重要度が相対的に低いと判断された施

策に関しては回答者間に意見の相違が大きいことを意味する。したがって、重要度が高い

と評価された施策は、反対意見の生じる余地の少ない、肝要な施策であると言うことがで

きるであろう。 

 

（2）2015 年度での目標達成度に関する分析 
 今回の調査の設問Ⅱは「「2020 年に留学生受入 30 万人を達成するための施策としての

2015 年度での目標達成度」の評価である。この設問に対する回答の分析結果を要約的に示

したのが図表 5-4 である（詳細は付表 5-2 に掲げた） 
 

 【図表 5-4】 質問Ⅱ「2020 年に留学生受入 30 万人を達成するための施策としての 2015 年度で

の目標達成度」に対する回答の平均値と変動係数 

 

 

 まず、各施策の目標達成度に関する評価の平均値から見ていくことにする。前述のよう
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に、回答者に対して、施策の目標達成度を「達成している」、「ある程度達成している」、「少

し達成している」、「達成していない」の 4 段階評価を求めた。各施策の平均値は、「達成し

ている」には 4 点、「ある程度達成している」には 3点、「少し達成している」には 2点、「達

成していない」には 1 点の評点を与えて算出した。したがって、平均値が 3 以上であれば

その施策は目標をある程度達成していることになる。しかし、図表 5-4 から明らかなよう

に、平均値が 3 を上回る施策はゼロであったばかりでなく、平均値が 2 を上回る施策数で

さえ少なかった。すなわち、平均が 2 以上であったのは、24 施策のうち 9 施策に過ぎなか

った。重要度の平均値と比較すれば明らかなように、各施策の目標達成度に対する回答者

の評価は大変厳しいと言える。 

 

【図表 5-5】 2015 年時点での施策の目標達成度重要度（高得点順） 

番号 施　　　策 平均
⑧ 国際化拠点大学(30)の重点的育成 2.40
⑭ グローバル化を積極的に進める大学等への支援重点化 2.31
⑩ 国際的な大学間の連携等の促進 2.26
⑦ 大学の在籍管理徹底と入国審査等の簡素化 2.14
④ 大学の情報発信強化 2.11
⑱ 国内の日本語教育の充実 2.11
⑨ 英語のみによるコースの大幅増加 2.06
⑬ 留学生受入のための大学等の専門的な組織体制の強化 2.06
⑮ 渡日1年以内は宿舎提供を可能に 2.00
⑲ カウンセリングなど留学生や家族への生活支援 1.97
⑤ 渡日前入学許可の推進 1.94
① 積極的留学情報の発信 1.91
⑯ 国費留学生制度等の改善・活用 1.91
⑥ 各種手続きの渡日前決定促進 1.89
⑰ 地域・企業等との交流支援・推進 1.89
② 留学相談機能強化 1.86
⑪ 専門科目での外国人教員の採用促進 1.80
⑫ 大学等における9月入学を促進 1.77
㉓ 在留資格の明確化や取り扱いの弾力化、在留期間の見 1.74
⑳ 就職支援の取り組みの強化 1.71
③ 海外での日本語教育の充実　 1.69
㉑ 産学官が連携した就職支援や起業支援 1.66
㉔ 帰国後の元日本留学生のフォローアップの充実 1.57
㉒ 企業側の意識改革や受入態勢の整備促進 1.54  

 

 どのような施策の目標達成度が相対的に高く、どのような施策の目標達成度が相対的に

低かったかを明らかにするために、目標達成度の高評価順に施策を並べ替えて示したのが 

図表 5-5 である。同表から、目標達成度の第 1位が「国際化拠点大学（30）の重点的育成」

（平均値 2.40）、第 2 位「グローバル化を接触的に進める大学等への支援重点化」（同 2.31）、

第 3 位「国際的な大学間の連携等の促進」（同 2.26）、第 4 位「大学の在籍管理と入国審査

の簡素化」（同 2.14）、第 5「大学の情報発信強化」（同 2.11）であることがわかる。これら
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の施策のうち第 1 位、第 2 位、第 3 位は方策（3）「大学等のグローバル化の推進：魅力あ

る大学づくり」に含まれ、第 4 位と第 5 位は方策（2）「入試・入学・入国の入り口の改善：

日本留学の円滑化」に含まれる。つまり方策（2）と方策（3）に含まれる施策の目標達成

度が相対的に高いと評価されていることが推察される。このことを、付表 5-2 に示した、

方策ごとに計算した目標達成度の平均値で確かめると、方策（3）の平均値が 2.09 で 5 つ

の方策の中で最高値であること、それに次いで高いのが方策（2）の平均値 2.02 であるこ

とが確認された。 

 

（3）施策の重要度と目標達成度の関係 

 これまでの考察において、各施策の重要度の評価と目標達成度の評価との関係について

も若干言及したが、図を用いて両者の関係をより明確にしておきたい。図表 5-6 には施策

ごとに重要度の平均値と目標達成度の平均値およびこの 2 つの平均値の差を掲げた。  

他方、目標達成度の評価が最も低かったのは「企業側の意識改革や受入態勢の促進整備」、

2 番目に低かったのは「帰国後の元日本留学生のフォローアップの充実」、3 番目に低かっ

たのは「産学官が連携した就職支援や起業支援」、4 番目に低かったのは「海外での日本語

教育の充実」、5 番目に低かったのが「就職支援での取り組みの強化」であった。この 5 施

策のうちの 4 つが方策（5）「卒業・終了後の社会の受入れの強化：社会のグローバル化」

に含まれている。受入留学生の卒業後の進路にかかわる政策を「出口」政策と呼ぶことに

すると、留学生の出口政策についてはその成果がそれほど上がっていないと判断されてい

ると言えよう。 

 次に、施策ごとの変動係数を見ると、平均値の高い施策ほど変動係数が小さく、平均値

の低い施策ほど変動係数が大きいことが読み取れる。これは前項で取り上げた施策の重要

度の評価の場合と同様に、評価が高い施策ほど評価のバラツキが小さく、評価が低い施策

ほど評価のバラツキが大きいことを意味する。ただし、施策の重要度に比べると、施策の

目標達成度の変動係数は全般的に大きい値をとっている。このことは重要度の評価よりも

目標達成度の評価の方が、回答者による評価のバラツキが大きいことを示唆している。 
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【図表 5-6】施策ごとの重要度平均値と目標達成度平均値および平均値の差表及びグラフ 
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5-1-4 留学生受入施策に関する自由記述 

 

 留学生受入施策の重要度と目標達成度のそれぞれの設問に関して自由記述欄を設けた。

ただし、重要度に関しては 5つの方策のそれぞれについて自由記述欄を設けたのに対して、

目標達成度に関しては方策（1）、（2）全体についての自由記述、（3）のみについての自由

記述、（4）と（5）全体についての自由記述という具合に、自由記述欄を 3 つ設けた。 

 図表 5-7には施策の重要度に関する自由記述を、また、図表 5-8 には施策の目標達成度

に関する自由記述を余すところなく掲載した。これらの表を一読すれば明らかなように、

重要度に関しても、また目標達成度に関しても当初の予想以上に多数の意見が自由記述欄

に記されていた。しかも自由記述欄に記された回答者の意見には傾聴すべきものが多数含

まれている。 

政策形成の場において、あるいは公開の場において公言をはばかられるような厳しい意

見を今回の調査で明らかにすることができたことは望外の成果であったと言える。もちろ

ん自由記述欄に記された意見はあくまで個人的なものであり、留学生の送り出し・受入に

携わっている専門家の多数意見であるとは限らない。 
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【図表 5-6】 施策の重要度に関する自由記述 

JPSSへの一本化を国としても支援し、機能強化をはかり、日本留学に関心のある学生にとってわかりやすいネッ
ト情報入手方法を確立する。

情報の発信は必要ではあるがそれだけでは日本への留学を動機付けることにはならない。その前に受け入れた
留学生を大切にする体制の強化が大切だと思う。地道な努力で開発途上国、特にアジア、アセアンでの評判、信
頼を勝ち取ることが重要である。

進学した後の就職情報の提供（どのような職種にどの程度就職が可能となるのか。どれくらいの年収が見込める
かなど）。

日本留学経験者で活躍している人々をマスメディアに取り上げてもらう機会をふやす（ロールモデルによるイメージ
作り）。日本留学経験者のキャリア紹介。留学経験者のための永住ビザ優遇。

日本の大学における研究成果の発信。卒業生（元留学生）の活躍状況についての発信。

派遣留学との連動性(日本人大学生が留学してどのような情報を現地で発信してくるか）。派遣留学生を活用した
日本留学の動機付けができないか方策を考えてみる。

①とかかわって特定学問分野等のくくりで、大学を横断しての発信が不可欠。

あらゆる国と地域のかたがたがバランスの良い人数、日本に留学するようにする。つまり、今は決して関係が良
好ではない国からも、留学を受け入れるべく、まんべんなく留学を受け入れるための留学情報の発信、留学相談

機能の整備、日本語教育の充実をすることが重要。

留学情報に限らず日本文化全般に関する情報発信。

思い立ったら気軽に足を運んで日本留学についての説明が相談が受けられる場所の提供。例えば各在外公館に
担当者を置く、など。文科省で主な10ヶ国語程度で日本の大学のよさをアピールするおしゃれでわかりやすい冊

子、ウェブサイト、インスタグラムを制作し、国際広報を徹底する。（競争的資金で、一緒に広報する大学や人を選
んでもいいのでは。）

まずは、「期待を裏切らない学ぶべきものありき」。これが留学の基本です。

日本の高等教育のさらなる国際化。日本の大学が英語でも多くの学位課程を有していることを情報発信するこ
と。日本留学経験者のフォローアップ。

日本という国のブランドの確立。また、日本の教育に関するブランドの確立。これらをどのように広報するのかが大
切。（特に学部生については）

留学だけでなく、卒業後の就職などについても知ることができるように、関係省庁が連携した取組が必要。また、
入り口部分についても、大学等の情報と日本語学校等の情報の連携も必要。

訪日観光客が急増しているにもかかわらず、留学がそれとリンクしていない。2020東京オリンピックや日本の自

治体レベルも含め観光プロモーションのイベントが世界各地で開催されていることにかんがみ、Visit Japanとの一
層の連携を進めることをもっと強調すべきである。また、海外の事務所が有効に機能している例がいくつかあるの
で、それを大学に広く紹介して同様の展開を期待するなど。

（２）入試・入学・入国の入り口の改善：日本留学の円滑化

⑥はたいへん重要だが、宿舎などがそもそも足りない。状況では限界がある。

地方の入国管理局の間で留学生の在留資格判定の審査の幅が見られる。簡素化とともに留学生入国審査の公
平性が保たれるように法務省の担当官の研修が必要である。

渡日前入学にスカイプによる面接を採用し人物を見ることが可能であればより促進されると感じている。本人確認

のため（面接している人物が本人であるかどうか）日本の公共機関などが積極的に協力してくれるとよいと思いま
す。入学関係書類等が本物であるかどうかの審査が効率よく行われることも重要だと思います。

受験料や入学金、授業料のクレジットカード支払を可能にする。入学願書は、郵送の必要な特別な願書用紙では
なく、オンラインでダウンロードしたフォームを使えるようにする

⑤⑥は特に重要な気がします。米国をはじめとする先進国は、この辺の仕組みがしっかりできていて、渡航する
前に全ての手続きの見通しが立っているように思います。また、今後、発展途上国からの留学生が増えることを

考えると(例えば、ベトナムやネパールからの留学生が増えている）、金銭的面のサポートは重要になってくると思
います。
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【図表 5-6】 施策の重要度に関する自由記述（続き）

日本に既に滞在している同国出身者とのネットワークの紹介、日本側の受入れファミリー（いろいろと世話をしてく
れる日本人家族の紹介）など、困ったときに相談できる同国人や日本人の存在が重要。

海外での入試を在外公館で行う。入国審査の透明化。人や国によってかかる時間、ヴィザが出る期間が違うの
で。

留学生の出身高校の成績や卒業資格についてのデータベース作り。日本の大学に入るだけの学力があるかどう
かを判断するためには、必要だと思われる。

そもそも日本の入試制度の在り方。

日本語教育機関との連携：（１）に書いたことと重なります。大学等同士の共同・連携の推進も重要だと思います
が、留学生30万人計画達成に資するのは、私費留学生を増やすことだと思います。

大学の入学に関する手続きを簡素化、またそれについての情報の提供。

大学の情報発信強化が最も重要であり、それが2008年の30万人計画策定時と比べても進展しているとは考えに
くいため、もう少し具体的に明示するのがいいのではないか。①海外事務所の設置・・・一部大学で成果を出して

いる。②大学のコースワークなど留学の核心に関わる情報を詳細に英語をはじめとした外国語での発信、③頻繁
な現地訪問など人と人とのつながりを重視した情報発信、など。

（３）大学等のグローバル化の推進：魅力ある大学づくり

⑧や⑭など拠点大学に重点投資することは一つの戦略であるが、これからの大学の底上げをする施策はこれと
は別に手を打たねばならない。

英語のみによる学位取得コース（プログラム）の設置促進が必要である。漢字圏の中国、韓国以外から来る留学
生が日本語修得に時間がかかり、日本語学校を含めると5年半が必要となる。フランスなどヨーロッパUCTSの制
度では3年間で学位取得が可能となっている。日本の単位に換算すると90単位で学位が取得できる。英語のみ
の学位コースに入学し、日本語能力と専門学位を4年間で同時に修得させることが求められている。できればイン

ターンシップもプログラムに含め実務経験も同時に得られるものとすることが望まれる。

 日本人学生との共修授業の充実。

学生（特に留学経験者や留学生）がアルバイトやプロジェクトチームメンバー等の役割で大学の運営やグローバ
ル化に係る事業に参画する（教職学生一体となった大学づくり）。海外留学や留学生受入れを担当する教職員の
高度専門職としての認知を上げる

英語で教えられる教員の育成。アクティブラーニングや参加型手法を用いて質の高い授業ができる教員の育成。
国際化に関わる専門人材育成（教職員）。英語以外の外国語学習促進。クォーター制度（またはモジュール式）
学年歴導入による留学交流促進。事務組織における国際機能の分散化（メインストリーム化）。

最も重要なことは、国際標準から大きく後れを取っている大学の在り方、大学教育の抜本改革を行うことである。
留学は、その人の一生をかけた極めて重要な選択であり、熱意のない教員、勉強しない日本の学生、それでも卒

業できるシステム、時代遅れのカリキュラム、外国人も社会人学生もほとんどいないキャンパス、ICT活用の遅れ
などを抜本的に改革しない限り、優秀な留学生が日本の大学に来ることなどあり得ない。

圧倒的主流派である日本人学生の教育の国際化推進。日本人教員の意識改革。

大学職員における外国籍保有者の採用促進。初等中等教育の段階から留学することや多文化とのコミュニケー
ションの重要性を教育。

留学生30万人計画への政府のコミットメント（「留学生」の定義を改めれば数値は上がる。できない目標を掲げて

いるのでは士気が上がらないので。このままではマレーシアや台湾に抜かれてしまう。） 留学生を増やして、日
本としてどうなりたいのか、を明確に発信する

受け入れプログラムの質保証。

情報発信ツール（ホームページ・入試要項等）の多言語化（大学入学者には情報を日本語で理解できる能力が必
要ですが、経費支弁者（父母）に理解できる言語での情報発信は必須だと思います）。留学生の出身国の言語に
対応できる職員の配備　（すべての外国人が英語ができるわけではありません）。

何語であったとしてもまともな大学教育の開発。システムを変えればグローバル化が推進できるという幻想を早め
に捨てること。  
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【図表 5-6】 施策の重要度に関する自由記述（続き） 

（４）受入れ環境づくり：安心して勉学に専念できる環境への取組

国費留学生の卒業生ネットワーク構築については、しっかりと把握をお願いしたい。外国人対応のカウンセリング
が専門的にできる人材がいない。このような人材養成のために、国として何か手を打っていかないと、留学生だけ
でなく社会的な問題になってしまう。

優先順位から考えれば、宿舎と日本語教育がまず大切なことである。そして奨学金（国費留学生）、就職（地域・
企業との交流）、生活支援であると考えている。国費留学生制度は国立大学に偏っているため、私立大学はこれ
以外のところでの取り組みを重視している。

 国内学生とともに学べるしくみづくり。

日本語学校と大学等の連携、留学生教育の質保証。

特に大学院進学者は、家族を同伴するケースが多い。彼らの保育、教育の支援は、大学としては手に余る。地域
市町村の支援の拡大、地域の受入れ環境の醸成が不可欠。

大学と同窓会組織との連携、元留学生によるサポート体制構築。

大使館推薦の国費留学の結果が出るのが遅く、ほかの国の奨学金で留学してしまう。スムーズな流れを作る必
要がある。国費留学の学部から修士、修士から博士の数が減ることで、日本が留学生を増やしたいのかがわか
らないと思われてしまう。

受け入れ側教職員と学生の意識改革。

（５）卒業・修了後の社会の受入れの推進：社会のグローバル化

社会全体の外国人に対する意識改革や理解の促進。

卒業生のトラッキングと卒業生ネットワークの構築（組織化の支援ではなくて、こちらから積極的に仕掛ける）。

⑳に関連するかもしれませんが、外国人留学生に特化した、キャリアアドバイザーが必要なような気がします。複
数の大学で試みている事例があるようですが、もっと組織化できたら円滑になるのかなと感じます。

修学中に就職活動させるのは、学生本人にも大学教育上も得策ではない。学位取得が固まってから就職活動が
できるように在留資格や身分保障を、指導教員の判断によらない形式にすること。つまり、学生本人の意思によっ
て就職のための在留期間取得ができるようにすることが重要。

企業には企業の採用への戦略があるので、意識改革を求めること自体が無理では。

昨今の日本語教育機関には、既に母国で大学等の高等教育機関を卒業して留学してくる学生の数も増加してい
る。極論すれば、「大学バイパス」のシステムが出来上がりつつある。日本語教育機関の中には、それを見据え
て、職業紹介所を併設している例もある。また、就職フェアも開催されており、就職は専門学校、大学の卒業生の
ためだけではないという状況となりつつある。その意味では就職関係の外国人向けフェアを大々的に行う必要も
あるだろう。

日本人を主として運営されている同窓会の多文化化。

㉑に含まれるかもしれないが、企業と大学が連携して留学生の日本での就職をサポートする仕組みが必要。

企業等のグローバル化・・・・以前の世代が主軸で働いているのでいたしかたない面もあるが、日本の企業、機関
も大学同様グローバル化が必要。一部を除き閉鎖性が目に余る。  
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【図表 5-7】  目標達成度に関する自由記述 

（１）日本留学への誘い、（２）入試・入学・入国の入り口の改善

日本留学フェアがインドネシア等のアセアンで実施されているが、窓口に来る学生のほとんどは、入学に足りる日
本語能力を持たない者たちである。希望者と大学の受入れに必要な日本語能力はマッチしていない。この問題を
解決するには、日本語を現地で学生が勉強できるようにするか、それとも日本の大学が日本語能力がなくとも受
け入れられるプログラムを設置するかのいずれかとなる。日本語を必要としない英語でのプログラムの促進を考え
る場合には、外国人教員の雇用のほかに日本人教員の英語での講義能力をUPする施策が必要である。

仕組み構築に予算を当てる上で、その中で働く教職員の養成(人件費ではなくて）に時間と予算を費やす必要を
感じる。

日本留学フェアほど、金と時間の無駄はないと大学関係者の多くが思っていることの現実を、政策担当者は知る
べきです。大学側は、優秀な高校の訪問、留学生OBを通じた学生推薦など、個別のネットワークを通じたリクルー
トの方が、質の良い学生を得られることを経験的に知るようになってきました。政策担当者は、日本留学フェアに
多額の金を投じることを今すぐ止めるべきです。

G30のフェアが多く行われていた時だけ若干の勢いがあったが、今はそれもなく、G30のプログラムがまだあるの
か、と驚かれることがある。日本として、どうしたいのか、そのために何をどうやって推進していくのか、が見えない
と関心を持ってもらうことすら難しい。                                                                           いくつかの大学が広
報担当者を出し、その人たちが日本の大学全体を広報することに対し、予算化する。

特に、別の意見はないが、大学が中心なので、JASSOのフェアに、自分たちとしては積極的に参加し、色々広
がっていることは実感している。

大学を集めただけの留学フェアをやっても片手落ち。日本語学校、日本語教育機関、専門学校も含めて、オール
ジャパンで集中的に実施し、多数の来場者を集め、さまざまな学生レベル、能力に応じた留学ルートをアドバイス
できる形にすべき。大学に行けないとしても、専門学校で十分な能力を身につけて企業で活躍している留学生は
多数ですので、学生の進路の可能性を広く見せることが重要ですし、多くの大学が日本語力を要求するならば、
日本語力をどう身につけるかのアドバイスと、日本語学校との連携が極めて重要。

予算額が全く少ないのと、持続的な予算となっていないのが問題。20年前となにも変わっていない。

上記の設問には、政府が実施するものと大学が個別に実施するものなどが混在しているように思われ、どう回答
すればよいかわからないところがありました。

（３）大学等のグローバル化の推進：魅力ある大学づくり

外国人教員の採用促進は、英語での授業科目拡大が念頭にあると考えられる。その場合日本人教員の英語で
の講義能力UPの促進施策も同時に実施すべきである。留学生受入れのための大学等の専門的な組織体制の
強化を行う際、大学内で一極集中の出島方式と多極の港を開く方式の両方を活用した組織体制を構築することが
必要である。

中・小規模大学で特色的な取り組みのある大学への支援。

日本語のできない教員を採用すると、各部局に割り当てられた各種の委員会業務を担うことができず、結果的に
日本語ができる教員ばかりが教育研究以外の雑用が増えて、日本語のできない教員は教育研究に専念できる
という不公平な状況が発生し、日本人教員の不満の種になっています。大学の事務部門を英語のみで運営でき
るようにしない限り、この手の不公平な状況は改善されません。文部科学省の高等教育政策局を英語で運営す
るなど、高等教育行政が英語化してまずは見本を見せないと、大学は変化できません。

予算にもコミットメントがほしい。例えばフェアなどは今年できても、来年はできないかもしれない、というのでは知
名度は上がらない。

これも、大学関係なので、あまり正確な情報を持っていないので、なんとも言えない部分があることをお許しくださ
い。  

 

  



180 
 

【図表 5-7】  目標達成度に関する自由記述（続き） 

 
5-1-5 おわりに 

 

 経営学においては、プラン＝ドゥ＝シー（plan do see）略して PDS という概念がある。

これは計画し（plan）、実行する（do）、そしてその結果を評価して（see）次のプロセスに

つなげていくプロセスのことを言う。つまり、PDSとは、前段階までの一連の過程がどのよ

うに遂行されたかを評価して次のプロセスに反映させ、次のステップでより良い結果を生

むように努力するプロセスのことである。 

 留学生受入政策に限らず、わが国においては、政策だけでなく、一般企業や教育機関に

おいて、プランとドゥはなされるものの、シーが行われることは少ないように思われる。

その理由は、大部分の人が自分の過去の言動を振り返りたくないからであろう。しかし、

都合が良くても悪くても、評価（シー）のプロセスを怠ることは避けるべきであろう。 

 今回、文部科学省からの研究費を得て、変則版とは言えデルファイ法による調査ができ

たことは幸甚であった。今回の調査を反映した、第 2 回目のデルファイ法調査を行う機会

が与えられることを望みたい。 

 

 

 

 

私自身が大学の人間ではないため、回答不可能なものがありますが、回答しないと先に進めないため感覚で答
えたものもあります。多額の予算に改めて驚くと共に、予算をかけて推進すべきことなのかどうかと訝しく思う項目
にも改めて気づいています（特に⑨。果たして現在準備している英語による教育の英語が、外国人留学生に伝わ

る程度の英語力となっているか。英語ができない留学生への対応をどう考えているのか。日本での生活や卒業
後の就職には日本語が必須であることをどう考えているのか）。

SGUの当初の予算カットが大きく、各大学の活動を縛ることが懸念される。グローバル化を推進したい大学に対す
る専門家によるコンサル。

（４）受入れ環境づくり、（５）卒業・修了後の社会の受入れの推進

留学生に母語もしくは日本語以外の言語で就職、進学等さまざまな進路について相談できるカウンセラーを設置

することが必要である。日本語では留学生の十分な本音を引き出すことができないと思われる。卒業後のフォ
ローでは海外の同窓支部への入会など卒業後のネットワークをどう構築するかが課題である。日本人の海外同
窓の力をどう活用するかを考えていく必要がある。

地域の経済活性化や、地域の多文化共生を考えると、宿舎の確保は決して良い選択肢ではなく、かえって地元
の不動産を学生が利用できるような環境づくりの方が中期的に見て、地域のためになる。2年契約でないと家を貸

さない、英語ができる不動産業者が少ない、外国出身者に理解可能なごみ分別ルールになっていない（可燃物っ
て何？不燃物って何？みんなごみは燃やそうと思えば燃えるでしょう。）などの地域自治体の受入れ環境を、一
大学が変えることは、大学には負担が大きい。

日本の学生にはない人材でないと留学生は採用されない。そういう人材は決して多くはなく、結果として就職でき
ない留学生は多い。今後、それでも留学生を採用するという政策を持つなら、きちんとプロジェクトとして具体的な

ロードマップを作る必要がある。

就職の共同フェア。寮なども、当校が都心の学校なので、地方の状況等について細かく知らず、十分に評価でき
ないことをお許しください。
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【付表 5-1】 質問Ⅰ「2020 年に留学生受入 30 万人を達成するための施策としての重要度」に対する回

答の平均値、標準偏差、変動係数 

平均 標準偏差 変動係数

① 積極的留学情報の発信 3.67 0.68 18.4

② 留学相談機能強化 3.44 0.61 17.6

③ 海外での日本語教育の充実　 3.00 0.79 26.4

3指標の平均 3.37

平均 標準偏差 変動係数

④ 大学の情報発信強化 3.51 0.56 16.0

⑤ 渡日前入学許可の推進 3.54 0.70 19.8

⑥ 各種手続きの渡日前決定促進 3.46 0.61 17.7

⑦ 大学の在籍管理徹底と入国審査等の簡素化 3.06 0.76 25.0

4指標の平均 3.39

平均 標準偏差 変動係数

⑧ 国際化拠点大学(30)の重点的育成 2.69 0.96 35.9

⑨
英語のみによる学位取得を可とするなど、英語のみによるコースの大幅

増加
3.06 0.91 29.6

⑩
交換留学、単位互換、ダブルディグリーなど国際的な大学間の連携等の促

進
3.31 0.87 26.2

⑪ 専門科目での外国人教員の採用促進 2.63 0.84 32.1

⑫
留学生受入や日本人学生の海外留学推進のため、大学等における9月入学

を促進
2.83 0.86 30.3

⑬ 留学生受入のための大学等の専門的な組織体制の強化 3.20 0.76 23.7

⑭
国費留学生等の優先配置、財政支援の傾斜的配分により、グローバル化

を積極的に進める大学等への支援重点化
2.91 0.78 26.8

7指標の平均 2.95

平均 標準偏差 変動係数

⑮ 渡日1年以内は宿舎提供を可能に 3.31 0.80 24.0

⑯ 国費留学生制度等の改善・活用 2.91 0.89 30.4

⑰ 地域・企業等との交流支援・推進 3.37 0.69 20.5

⑱ 国内の日本語教育の充実 3.11 0.83 26.7

⑲ カウンセリングなど留学生や家族への生活支援 3.23 0.73 22.6

5指標の平均 3.19

平均 標準偏差 変動係数

⑳ 大学等の専門的な組織の設置などを通じた就職支援の取り組みの強化 3.14 0.77 24.6

㉑
インターンシップ、ジョブカードの活用、就職相談窓口の拡充など産学

官が連携した就職支援や起業支援
3.26 0.66 20.2

㉒ 企業側の意識改革や受入態勢の整備促進 3.51 0.61 17.4

㉓
就労可能な職種の明示等在留資格の明確化や取り扱いの弾力化、就職活

動のための在留期間の見直しの検討等
3.11 0.83 26.7

㉔
帰国留学生の組織化支援など帰国後の元日本留学生のフォローアップの

充実
3.17 0.86 27.0

5指標の平均 3.24

（５）卒業・修了後の社会の受入れの推進：社会のグローバル化

（１）日本留学への誘い：日本留学の動機づけとワンストップサービスの展開

（２）入試・入学・入国の入り口の改善：日本留学の円滑化

（３）大学等のグローバル化の推進：魅力ある大学づくり

（４）受入れ環境づくり：安心して勉学に専念できる環境への取組
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【付表 5-2】 質問Ⅱ「2020 年に留学生受入 30 万人を達成するための施策としての 2015 年度での目

標達成度」に関する回答の平均、標準偏差、変動係数 

平均 標準偏差 変動係数

① 積極的留学情報の発信 1.91 0.85 44.6

② 留学相談機能強化 1.86 0.81 43.6

③ 海外での日本語教育の充実　 1.69 0.68 40.1

3指標の平均 1.82

平均 標準偏差 変動係数

④ 大学の情報発信強化 2.11 0.80 37.6

⑤ 渡日前入学許可の推進 1.94 0.80 41.3

⑥ 各種手続きの渡日前決定促進 1.89 0.76 40.2

⑦ 大学の在籍管理徹底と入国審査等の簡素化 2.14 0.81 37.8

4指標の平均 2.02

平均 標準偏差 変動係数

⑧ 国際化拠点大学（３０）の重点的育成 2.40 0.91 38.1

⑨
英語のみによる学位取得を可とするなど、英語のみによるコースの大幅

増加
2.06 0.80 39.0

⑩
交換留学、単位互換、ダブルディグリーなど国際的な大学間の連携等の促

進
2.26 0.70 31.0

⑪ 専門科目での外国人教員の採用促進 1.80 0.72 40.0

⑫
留学生受入や日本人学生の海外留学推進のため、大学等における9月入学

を促進
1.77 0.73 41.3

⑬ 留学生受入のための大学等の専門的な組織体制の強化 2.06 0.76 37.2

⑭
国費留学生等の優先配置、財政支援の傾斜的配分により、グローバル化

を積極的に進める大学等への支援重点化
2.31 0.80 34.4

7指標の平均 2.09

平均 標準偏差 変動係数

⑮ 渡日1年以内は宿舎提供を可能に 2.00 0.80 40.2

⑯ 国費留学生制度等の改善・活用 1.91 0.70 36.7

⑰ 地域・企業等との交流支援・推進 1.89 0.58 30.9

⑱ 国内の日本語教育の充実 2.11 0.80 37.6

⑲ カウンセリングなど留学生や家族への生活支援 1.97 0.71 35.8

5指標の平均 1.98

平均 標準偏差 変動係数

⑳ 大学等の専門的な組織の設置などを通じた就職支援の取り組みの強化 1.71 0.52 30.2

㉑
インターンシップ、ジョブカードの活用、就職相談窓口の拡充など産学

官が連携した就職支援や起業支援
1.66 0.54 32.5

㉒ 企業側の意識改革や受入態勢の整備促進 1.54 0.61 39.6

㉓
就労可能な職種の明示等在留資格の明確化や取り扱いの弾力化、就職活

動のための在留期間の見直しの検討等
1.74 0.70 40.2

㉔
帰国留学生の組織化支援など帰国後の元日本留学生のフォローアップの

充実
1.57 0.50 32.0

5指標の平均 1.65

（５）卒業・修了後の社会の受入れの推進：社会のグローバル化

（１）日本留学への誘い：日本留学の動機づけとワンストップサービスの展開

（２）入試・入学・入国の入り口の改善：日本留学の円滑化

（３）大学等のグローバル化の推進：魅力ある大学づくり

（４）受入れ環境づくり：安心して勉学に専念できる環境への取組
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6 章 本調査研究の要旨と提言 

白石 勝己 （アジア学生文化協会） 
 

本調査は、2008 年から政府により遂行されている「留学生 30 万人計画」の施策の分析

検証と、各施策をさらに有効に展開するための戦略的考察、基礎的調査、及び各施策の評

価指標、評価方法の提示と試行から成り立っている。各章の要旨は以下の通りである。 
 

6-1 2 章「留学生 30 万人計画の概要」と施策の整理、行政評価 

 
第 2 章では、留学生 30 万人計画の「2020 年を目途に留学生 30 万人を受け入れる」「優

秀な留学生を戦略的に獲得する」「アジアをはじめとする諸外国に対し知的貢献を行う」と

いう趣旨と目標の政策の下、5 つの方策とその方策に付随する取り組み＝施策 31 件（2008
年 23 件、2013 年 8 件）について、方策毎に分類、整理した。同時に施策実施当局により、

施策ごとに行われている行政レビューに基づき、投入資金（In Put）と事業成果（Out Put）
評価の有効性について検証した。「施策」、「方策」、「施策」を図式化すると下記のようにな

る。 
 

【図表 6-1】留学生 30 万人計画の政策・方策・施策の概念図 

 

 
30 万人計画に限らず、長期目標の政策はいくつかの段階的「方策」に落とし込まれ、そ

の「方策」毎に各「施策」が立案され実施されることとなる。一番下部の「施策」は、具

体的な事業の執行となり、行政レビューシートや外部評価報告書などで結果が公表される。

留学生受け入れ「施策」の行政レビューにあっては、各施策個々の効率性、有効性、目標

達成度などとして判定されるが、それが一つの「方策」の「施策グループ（点線部分）」と

して、どのように「方策」の達成に寄与したか、というところまでは至っていない。また、
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いくつかの「施策」の指標は、そのままダイレクトに「政策」目標値である留学生数 30 万

人となっているものある。「方策」段階での指標設定を明確化することにより、より有効な

「施策」評価が可能となり、同一グループ内での「施策」の関連性、有効性もより明確に

なるのではないだろうか。 
 

提言： ・「方策」段階での指標を設定し、同一グループ内における「施策」の関連性を明確にする。 

・「施策」「方策」における指標の評価方法を客観的、継続的、統一的なものとする。 

 
6-2 3 章 留学生受入れ戦略に関する考察 

 
留学生政策を考える時、何を持って「留学生」と定義するのか、この定義の仕方によっ

て国ごと、国際機関の間でも統計数字が異なってくる。本調査では、留学生受入れ主要国

および全世界の留学生統計を収集している国際機関とてユネスコ、OECD、Eurostat での

留学生の定義を詳細に論述した。これら各国、機関はそれぞれの政策目的よってそれぞれ

独自のカウント方法を採用しているのであり、これを明らかにすることで、日本において

は、どういうカウント方法が政策目的に合致し有効であり、かつ国際間での比較が可能と

なるかを考察した。当研究の結果として、以下の選択肢を提示した。 
 
① 学位取得目的の留学生（学位課程の在学生の年間総受入れ数：留学ビザ取得） 
② 単位取得目的の留学生（1 学期以上の在学、交換・短期留学生などの年間総受入れ数：

留学ビザ取得） 
③-1 単位取得を伴わない留学生（研究生、聴講生などの年間総受入れ数：留学ビザ取得） 
③-2 単位取得を伴わない留学生（主として 1 学期未満の留学、サマープログラムや短期

研修の受講生などの年間総受入れ数。査証免除などで留学ビザ以外） 
④ 語学学校に在学する留学生（1 期以上の在学生の年間総受入れ数：留学ビザ取得） 
留学生受入れ政策および国際比較の点から高等教育機関に在学する留学生とは別統計と

し、年度で在学した履歴のあるすべての留学生（総数のヘッドカウント）をカウントする。 
 
※日本の場合は、日本語学校から大学、短期大学、専門学校など高等教育機関に進学するケー

スが多いため、この種の留学生の動向について、精緻なデータを把握することが肝要である。 
 

次に、世界の中での学生移動につき、2000 年には 210 万人であったものが、2010 年に

は 410 万人へと急激に増加している状況を、ユネスコ統計局等の資料を下に分析した。こ

のような留学生数の拡大が、実は各国における留学生の受入れ理念モデルの変化に起因し

ているであろうことを提示した。すなわち、発展途上国の人材開発協力等の「古典モデル」、

留学生を高等教育の財政安定化財源として位置づける顧客モデル等「70 年代～80 年代モデ
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ル」、さらに国家全体の人材獲得政策として位置付ける「新経済主義モデル」である。（図

表 6-1） 
 

【図表 6-2】 留学生受入れ理念モデル 

 
 
【図表 6-3】 日本における留学生受入れ戦略マップ（試案） 

  

A 個人的キャリア形成モデル
・国際通用性のある専門的能力の習得

・職業的キャリア形成支援

B 外交戦略モデル
・発展途上国の人材開発協力
・将来国の指導的人物となるような留学生を受入れ、母国の発展に寄与すると同時に、受入

れ国に影響を及ぼし政治・経済・技術等で自国の利益を確保する

C 国際理解モデル ・国際交流による国際理解の促進

D 学術交流モデル
・優秀な外国人留学生と、受入れ国の各分野の専門家が研究協力を通して学問の進歩に寄
与する

E パートナーシップモデル

・受入側も異文化間接触と交流から学術的、文化的恩恵を得ることから、知的生産、真理探究

のパートナーと捉える。
・大学間交流協定で、派遣と受入れが相互的に行われ、日本人学生の留学派遣とセットとな

り、プログラムやキャンパスの国際化に貢献する

F 顧客モデル

・高等教育財政安定化のための財源として位置付け
・教育サービス＝商品、留学生＝顧客として位置づけ、コスト＆ベネフィット分析
による受入れ（英・米のフルコスト政策）

G 地球市民モデル
・「C国際理解モデル」の積極展開
・関係者の国際意識を高め、地球共同体のアイデンティティを培う手段

H 経済発展モデル

・「F顧客モデル」の発展形　高等教育財源の安定化だけでなく、国全体の経済発
展の重要手段と位置付ける
・オーストラリア：教育を有力な輸出産業と位置付け、国を挙げて留学生獲得の施
策を展開
・シンガポール：欧米の有力大学を誘致し、アカデミック・ハブとなり周辺国からの
人材を確保し、同時に自国の人材流出を防ぐ

I 高度知的人材獲得モデル
・知識・情報化社会、高度化・国際された知的創造型経済出現に対応し、留学生
を受入れ高度人材の供給源とする

J 高度実践人材獲得モデル
・看護・介護、ITなど世界的、社会的に必要とされる専門スキルを身に付けた実践
実務人材の育成および獲得

1 古典的モデル

（ODA　恩恵供与）

2 70～80年モデル

（相互依存　相互利
益主義）

新たな経済主導
モデル

3

（Ⅰ） 私費 （Ⅱ）

全域
キャリア形成モデル

国際理解・地球市民モデル

GDP/C

低 高

（Ⅲ） 公費・奨学金等 （Ⅳ）

B地域
顧客モデル

経済発展モデル
高度知的人材獲得モデル

高度産業人材獲得モデル

完
全
自
費 C地域

パートナーシップ

学術交流モデル

D地域
外交戦略モデル

自
費+

ア
ル
バ
イ
ト+

奨
学
金
等 A地域

外交戦略モデル

ODA人材開発

＄6,000 ＄16,000＄1,600

ｚ

公
費
・
奨
学
金
等
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本章では、図表 6-3、6-4 のように、各国の経済状況（GDP/C）と留学生の財政パターン

を座標に取り、留学生受入れ理念モデルを重ねて、日本における留学生受入れ戦略（試案）

として A 地域から D 地域までの地域別戦略マップ（試案）、地域特性表として提示した。 
 
【図表 6-4】 日本における留学生受入れ戦略 地域特性表 

 

 
提案： ・留学生の定義、カウント方法を明確にし、定義ごとに適合した指標を策定する。 

・国・地域ごとに留学生の受入れ理念モデルを構築し、地域特性に応じた施策を講ずる。 

 
6-3 4 章各国・地域における大学進学・留学プロセス分析 

 
4 章では、2013 年に公表された「世界の成長を取り込むための外国人留学生受入れ戦略」

で重点地域とされた国・地域を取り上げ、それぞれの国・地域における教育制度、大学進

学状況、その国・地域からの海外への留学状況、日本留学のアドミッションプロセスにつ

いて調査分析をおこなった。対象とした国・地域と受け入れ戦略は以下の通り。 
 
ミャンマー（現地調査）、インド（現地調査）、ブラジル（現地調査）、アフリカ・サブサハ

ラ【ザンビア】（文献調査、関係者ヒアリング調査）、インドネシア（現地調査）、フィリピ

ン（現地調査）、米国（現地調査）、欧州域内（文献調査、ヒアリング調査）を実施した。 
まず、それぞれの国の社会背景、教育システムと日本語教育の現状を調べ、日本留学へ

の阻害要因、促進要因を明らかにした。同時にその国における大学進学プロセスを調査し、

地域 地　域　特　性
主たる対象

国・地域
理念モデル

A地域

ODAの低所得国、中低所得国に分類される一人当たりの国民所得が4,000ドル以下の国・地域で、外
交戦略モデルでの人材開発協力が適合すると考えられる。一方では、経済目的・キャリア形成のため
先進諸国への出国圧力が高く、留学は最も優位度が高い移動方法となる。また、国内高等教育の量的
質的レベルが十分でないことからも海外留学の需要は高く、留学を契機として長期定住者となるという
側面も出てくる。一般的に個人の経済力が弱いため、高額な教育負担は難しく、奨学金等の厚い支援
が不可欠となる。このようなことから、数の確保は容易であるが、「顧客モデル」の対象としては留意が
必要である。

ミャンマー、ネパー
ル、ベトナム、モン
ゴル、ラオス、カン
ボジア、バングラ
ディシュ、インド、
スリランカ等

　外交戦略モデル

B地域

主として東アジア、東南アジア等の高・中所得国以上に分類される国・地域で、一人当たりの国民所得
が4,000ドル以上の国・地域。世界最大の留学生送り出し国である中国を始め、一人当たりの国民所得
が2万ドルを超える韓国、台湾、香港および近年経済発展が目覚ましい先行ASEAN諸国が含まれる。
高等教育就学率もユニバーサルアクセス段階（50％以上）【一部マス段階（15％～50％）】となってお
り、高等教育自体の質・優位性で留学先が選択される。欧米から留学生誘致や、大学共同プログラム
などが盛んに持ち込まれ、世界における留学生獲得の主戦場となっている。また、当該国・地域自体が
留学生誘致を強力な国家戦略としているところもある。「顧客モデル」「経済発展モデル」「高度人材獲
得モデル」において、日本は地理的ポジションも含め、優位な位置にあると言える。

中国、韓国、台
湾、香港、タイ、マ
レーシア、インドネ
シア､シンガポー
ル等

顧客モデル
経済発展モデル
高度人材獲得モデル
（パートナーシップモデル）

C地域

留学生受入れ先として中心的な英語圏、欧米圏の国地域。経済、科学技術、文化芸術面で先進性・独
自性を有し、高等教育でも国際性・優位性・柔軟性を持つ。世界からの主要留学先となっており英語
等、主要言語として優位性を持つ。EU域内および北米も含め高等教育の流動性を高めており、グローバ
ルな教育同等性評価の体系を整えつつある。特に英・米・豪は留学生受入れによる経済メリットを是認
するフルコスト政策を取る。その一方で移民問題、セキュリティー問題では大きな議論が生じている。日
本への受入れでは大学間の協定による短期交換学が主流。日本人学生の国際理解促進のための派
遣先開拓と相互的な受入れにより、キャンパスの国際化に貢献。査証免除協定により短期での入国も
多くその数、効果の測定・把握が難しい。

米、英、豪、カナ
ダ、EU等

学術交流モデル
パートナーシップモデル

D地域

国費留学生受入れ方策及び国家的外交戦略により、人材開発で貢献できる（すべき）国・地域。分野等
を特定し重点的に留学生の受入れを進める国・地域。2013年度「戦略的な留学生交流の推進に関する
検討会」では、分野として工学、医療、社会科学（法制度）、農学が指定され、国・地域では東南アジア
（ミャンマー）、ロシア及びCIS、アフリカ（サブ・サハラ）、中東（UAE、トルコ、イスラエル）、西南アジア（イ
ンド）、東アジア（モンゴル）、中南米（ブラジル）、米国、東欧（ポーランド、チェコ、スロバキア、ハンガ
リー）が取り上げられた。この提言に従ってサブ・サハラ（ザンビア・ルサカ）、インド（ニューデリー）、ミャ
ンマー（ヤンゴン）、ブラジル（サンパウロ）に留学校ディネーターが配置されている。

ミャンマー、ロシア
及びCIS、サブ・サ
ハラ、UAE、トル
コ、イスラエル、イ
ンド、モンゴル、ブ
ラジル、米国等

外交戦略モデル
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いつどのタイミングで日本留学のための広報、募集活動、出願期間、合否発表、入学手続

きを配置すれば有効かというプロセスの分析も行った。（米国、欧州域内は交換留学、短期

留学が対象、アフリカ・サブサハラ【ザンビア】は概況解説）。 
 
ここで試みた手法は、現地側からつぶさに見た日本留学の状況と、その可能性、具体的

な広報・募集活動スケジュールの設定等を提示することを目的とした。当然のことながら、

留学という要素には、留学生送り出し国の社会環境、教育制度、大学進学プロセス、経済

的要素、日本との社会的・個人関係性などが密接に関係し、それぞれの国・地域ごとに状

況は大きく異なること、また常に流動的であることが理解できよう。「留学生受け入れ」と

いう目的に沿って適時情報を収集・蓄積し、その国.・地域に合致した戦略構築と施策展開

が必要となろう。 
 

今回調査対象としたミャンマー、インド、ブラジル、ザンビアは留学コーディネーター配

置事業が実施されている国・地域である。これらの拠点では、各担当大学は自分の大学の

活動のみならず、日本留学全体を俯瞰しつつ、個別の相談・問合せにも対応するという、

幅と深さを兼ね備えた広報活動を展開しなければならい。これらの拠点を下支えし、統一

的・戦略的に情報の共有化や蓄積を進める「留学コーディネイトサポートセンター」（仮）

と関係機関の情報共有、連絡調整を行うネットワーク組織を日本側に構築する必要がある

（図表 6-5）。現地拠点が孤立することなく、かつ常に均質で正確な情報伝達が可能となる

よう日本側の体制を構築する。 
 
【図表 6-5】 留学コーディネイトサポートセンター イメージ 

 
 

提言： ・現地側の学事暦や大学進学プロセス、教育環境を十分に配慮しつつ日本留学へ向けた広報、

アドミッションプロセスを構築する。 



188 
 

・現地調査を定期的に実施し調査内容をデータベース化する。調査データは適時更新する。 

・留学コーディネーター等海外拠点のサポートセンターを設置し、関係機関の相互情報共有化

を図る。 

 
6-4 5 章新たな施策評価手法と実践 

 
第 5 章ではこの分野の専門家に対して、繰り返しアンケート調査を行い意見集約する有

意標本抽出法であるデルファイ法による試行調査を行った。調査内容は「留学生 30 万人計

画」において提示された 5 つの方策・24 の施策（取組み課題）について、施策ごとの「重

要度」と「2015 年度までの目標達成度」に関して回答を求めるものである。 

 その結果、設問Ⅰの重要な施策と評価されたのは第 1 位「積極的留学情報の発信」、第 2

位「渡日前入学許可の推進」、第 3 位「大学の情報発信強化」、第 4 位「企業側の意識改革

や受入態勢の整備促進」、第 5 位「各種手続きの渡日前決定促進」であった。上位 5 位まで

のうち 4 つまでが方策（1）「日本への誘い：日本留学の動機づけとワンストップサービス

の展開」と方策（2）「入学・入試・入国の入り口の改善：日本留学の円滑化」で、日本留

学の呼びかけと留学手続きの円滑化が留学生受入を促進する上での重点施策であると考え

ている。 

 

 設問Ⅱは「「2020年に留学生受入 30 万人を達成するための施策としての 2015 年度での目

標達成度」の評価であるが、4 点満点で、ようやく 2 点、「少し達成している」を上回った

のは「国際化拠点大学（30）の重点的育成」（平均値 2.40）、第 2 位「グローバル化を接触

的に進める大学等への支援重点化」（同 2.31）、第 3 位「国際的な大学間の連携等の促進」

（同 2.26）、第 4 位「大学の在籍管理と入国審査の簡素化」（同 2.14）、第 5「大学の情報発

信強化」（同 2.11）の 5つだけであった。重要度の平均値と比較すれば明らかなように、各

施策の目標達成度に対する回答者の評価は大変厳しいと言える。逆に達成度が低いと判断

されたのは、「企業側の意識改革や受入態勢の促進整備」、「帰国後の元日本留学生のフォロ

ーアップの充実」、「産学官が連携した就職支援や起業支援」、「海外での日本語教育の充実」、

「就職支援での取り組みの強化」であった。このうち 4 つが方策「卒業・終了後の社会の

受入れの強化：社会のグローバル化」に含まれる。つまり留学生の出口政策についてはそ

の成果がそれほど上がっていないと判断されていると言える。 

 

 また、それぞれ重要度に関する自由記述、目標達成度に関する自由記述を掲載したが、

当初の予想以上に多数の意見が自由記述欄に記されており、専門科らしい傾聴すべきもの

が多数含まれていた。政策形成の場において、大変厳しい意見も明らかにすることができ

た。 
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提言： ・今回の、デルファイ法による調査は施策評価の試行として行ったものであるが、引き続き

精緻な質問票設計、分析を実施する。 

・より重要度が高いと評価された施策を、実態的・効率的に達成させるために、どのような

方途が必要あるかという点を明らかにし、同時にその指標・評価方法を提案する。 

 

（以上） 
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